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　　一区切りの報告として一区切りの報告として

　　

　　　　

　　　　　　　　

防衛庁の国防省への格上げ、憲法九条の改正、果て防衛庁の国防省への格上げ、憲法九条の改正、果て

はイージス艦あたごの事故など、平和と海上の安全はイージス艦あたごの事故など、平和と海上の安全

が脅威に晒されていることから、国民の平和を希求が脅威に晒されていることから、国民の平和を希求

する声は高まりつつあり、たとえ小さな力であってする声は高まりつつあり、たとえ小さな力であって

も本会の活動を継続することには大きな意義があるも本会の活動を継続することには大きな意義がある

と言う認識が広がっている。と言う認識が広がっている。

　検討委員会では毎回、ホームページの維持や通　検討委員会では毎回、ホームページの維持や通

信・連絡体制をどうするか、本会の所持するアル信・連絡体制をどうするか、本会の所持するアル

フォトや写真パネル、各種資料の保管と展示会開フォトや写真パネル、各種資料の保管と展示会開

催、各地の協力参加態勢をどうするかなどの論議が催、各地の協力参加態勢をどうするかなどの論議が

行われたが、その時になってみないと分からない部行われたが、その時になってみないと分からない部

分もあるため、本年１月の検討委員会で、これまで分もあるため、本年１月の検討委員会で、これまで

の論議を集約し、理事会に図って総会に提案し、審の論議を集約し、理事会に図って総会に提案し、審

議・決定すべしという結論に達した。議・決定すべしという結論に達した。

　それが第　それが第1515年度活動方針案年度活動方針案((本誌前号所載本誌前号所載))としてとして

第第1515回定期総会で論議されたが、主要な点は次の通回定期総会で論議されたが、主要な点は次の通

りである。りである。

１、名称は「戦没船を記録する会」とする。１、名称は「戦没船を記録する会」とする。

２、事務所撤収後の連絡場所は事務局担当者宅に置２、事務所撤収後の連絡場所は事務局担当者宅に置

　　く。く。

３、可能な範囲で現在の活動を継続する。３、可能な範囲で現在の活動を継続する。

４、会員は現在の会員と会の趣旨に賛同する者。４、会員は現在の会員と会の趣旨に賛同する者。　　

　（　（会報送付を希望しないもの会報送付を希望しないものはは回答者の２割回答者の２割））

５、役員は事務所が存続中は現行態勢とする。５、役員は事務所が存続中は現行態勢とする。

６、会費は徴収しない。財政は残存資金とカンパに６、会費は徴収しない。財政は残存資金とカンパに

　　よる。よる。

　なお、本会の所有する展示用資料等の保管場所に　なお、本会の所有する展示用資料等の保管場所に

ついては海員組合と折衝中。独自の展示会開催や各ついては海員組合と折衝中。独自の展示会開催や各

地の平和展への協力参加、展示物の貸し出し、会報地の平和展への協力参加、展示物の貸し出し、会報

の発行の発行、、ホームページの維持更新、戦没船等の調査ホームページの維持更新、戦没船等の調査

研究を可能な範囲で継続することが確認された。研究を可能な範囲で継続することが確認された。

　そのため、　そのため、1111月末までに新体制への移行を計画的月末までに新体制への移行を計画的

に行うこと。費用等についても事前に予測しがたいに行うこと。費用等についても事前に予測しがたい

面があるので、理事会面があるので、理事会（８（８月及び月及び1111月開催予定月開催予定））に諮に諮

りながら実行することにしている。りながら実行することにしている。

　本会の第　本会の第1515回定期総会は、回定期総会は、４４月月1919日、東京・港区日、東京・港区

の友愛会館会議室で開催され、川島会長を始め理の友愛会館会議室で開催され、川島会長を始め理

事・監事や会員など事・監事や会員など1616人が出席し、人が出席し、1515年度活動方針年度活動方針

などが審議決定された。などが審議決定された。

　この総会では　この総会では、、現在入居している事務所が今年内現在入居している事務所が今年内

に閉鎖されに閉鎖されるる見通しであることから、その後の活動見通しであることから、その後の活動

をどうするかが主要な議題であった。をどうするかが主要な議題であった。

　本会は創立当初より海上労働ネットワーク　本会は創立当初より海上労働ネットワーク(1999(1999

年年６６月月、、船舶部員協会が改組改名船舶部員協会が改組改名))の事務所を本拠との事務所を本拠と

して運動を続けてきた。しかし便宜置籍船、混乗船して運動を続けてきた。しかし便宜置籍船、混乗船

の増加から外航船員、特に部員の減少が急速に進捗の増加から外航船員、特に部員の減少が急速に進捗

したことから、部員協会が運動に賛同する部員以外したことから、部員協会が運動に賛同する部員以外

の船員も組織対象として運動を継続するため、海上の船員も組織対象として運動を継続するため、海上

労働ネットワークと改名した。労働ネットワークと改名した。

　　しかし現実には、外航各社では多くが現職部員ゼしかし現実には、外航各社では多くが現職部員ゼ

ロから在籍部員ゼロの状態で、最盛期にはロから在籍部員ゼロの状態で、最盛期には５５万人を万人を

超えた船長以下の在籍外航船員が超えた船長以下の在籍外航船員が、、現在は現在は22,,600600人人

にまで減少している。にまで減少している。

　そのため、組織的にも財政的にもこれ以上の継続　そのため、組織的にも財政的にもこれ以上の継続

は困難として、昨年の定期総会で、「次期定期総会は困難として、昨年の定期総会で、「次期定期総会

で解散の日時を決定する」方針を決めたものであで解散の日時を決定する」方針を決めたものであ

る。それを受けて本会は、自力で事務所を構えて活る。それを受けて本会は、自力で事務所を構えて活

動を続けることは困難であるが、今後の活動をどう動を続けることは困難であるが、今後の活動をどう

するのか、拙速でなく十分な討議・検討が必要であするのか、拙速でなく十分な討議・検討が必要であ

るとして、「検討委員会」を立ち上げて前広に論議をるとして、「検討委員会」を立ち上げて前広に論議を

進めてきた。進めてきた。

　その中では、事務所がなくなったら解散という意　その中では、事務所がなくなったら解散という意

見はほとんどなく、何とかして活動を継続すべしと見はほとんどなく、何とかして活動を継続すべしと

いうことであった。特に最近は、アフガン・イラクいうことであった。特に最近は、アフガン・イラク

戦争の泥沼化や自衛隊の海外派兵、米軍再編強化や戦争の泥沼化や自衛隊の海外派兵、米軍再編強化や
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　本会の第　本会の第1515回定期総会では、現在の事務所が閉回定期総会では、現在の事務所が閉

鎖された後も、可能な範囲で活動を継続していく鎖された後も、可能な範囲で活動を継続していく

ことを決定した。具体的にはその時にならないとことを決定した。具体的にはその時にならないと

決められない問題もあるが、それまでの活動の予決められない問題もあるが、それまでの活動の予

定として次のような事が確認された。定として次のような事が確認された。

　　理事会の開催と会報の発行理事会の開催と会報の発行

　定期総会で決定された問題を周知するための会　定期総会で決定された問題を周知するための会

報発行は予定より遅れたが、今後は、海上労働報発行は予定より遅れたが、今後は、海上労働

ネットワークの定期総会ネットワークの定期総会(7(7月月1717日開催予定日開催予定))の状況の状況

を見て、事務所閉鎖に向けての作業を計画的に進を見て、事務所閉鎖に向けての作業を計画的に進

めるための理事会めるための理事会(8(8月７日予定月７日予定))を開催し、会報をを開催し、会報を

発行すること。更にその理事会の決定に基づい発行すること。更にその理事会の決定に基づい

て、事務所撤収の作業を進めて、事務所撤収の作業を進め1111月中にその作業を月中にその作業を

終了する。その頃に理事会を開催して、その後の終了する。その頃に理事会を開催して、その後の

活動の進め方についての方針を固め、新たな役員活動の進め方についての方針を固め、新たな役員

体制を決定する。それ等について会報を発行して体制を決定する。それ等について会報を発行して

周知する。それ以後も定期的に理事会周知する。それ以後も定期的に理事会((或いは定例或いは定例

会議会議))を開催し、会報を発行するを開催し、会報を発行する((年間３回程度年間３回程度))。。

　　パネル展の開催パネル展の開催

　今年は「　今年は「20082008平和のための戦争展平和のための戦争展ininかながわ」かながわ」

が、が、55月月3030日～日～66月月11日の３日間、横浜駅西口の「か日の３日間、横浜駅西口の「か

ながわ県民センターで開催される。横浜大空襲、ながわ県民センターで開催される。横浜大空襲、

戦禍の横浜、戦争に動員される市民、など戦禍の横浜、戦争に動員される市民、など500500点を点を

超えるパネルなどが展示され、柳家さん八さんの超えるパネルなどが展示され、柳家さん八さんの

創作落語「実録話・東京大空襲空襲」、作家で実行創作落語「実録話・東京大空襲空襲」、作家で実行

委員長の小山内美江子さんの挨拶と講演、中学生委員長の小山内美江子さんの挨拶と講演、中学生

たちと創る朗読劇「たちと創る朗読劇「6363年前の年前の55月月2929日・よこはま」な日・よこはま」な

どの上演がある。本会もパネル展に参加する。どの上演がある。本会もパネル展に参加する。

　平和のための埼玉の戦争展は　平和のための埼玉の戦争展は77月月2424日～日～2828日の日の

間、浦和駅西口前コルソ７階ホールで開催され間、浦和駅西口前コルソ７階ホールで開催され

る。今年この戦争展は２５回目で、テーマは「このる。今年この戦争展は２５回目で、テーマは「この

子たちの未来のために　世界を変える人になろう」子たちの未来のために　世界を変える人になろう」

――――である。本会はである。本会は19991999年から連続参加している年から連続参加している

が、毎年テーマを決めて作成した展示物をもってが、毎年テーマを決めて作成した展示物をもって

参加してきた。今年は小型船の戦争被害などの展参加してきた。今年は小型船の戦争被害などの展

示資料を準備している。示資料を準備している。

　その他の平和展などの予定はまだ連絡が来てい　その他の平和展などの予定はまだ連絡が来てい

ない。本会の独自展は開催の可能性を探っているない。本会の独自展は開催の可能性を探っている

ところである。ところである。

　　資料等の整理資料等の整理

　本会の所有するアルフォトや写真パネル、各種　本会の所有するアルフォトや写真パネル、各種

の図・表パネルなどは、今後とも展示会などで活の図・表パネルなどは、今後とも展示会などで活

用するため、整理を進めている。その保管場所に用するため、整理を進めている。その保管場所に

ついては、海員組合本部と折衝している。ついては、海員組合本部と折衝している。

　その他各種資料や記録・書籍などは、８月頃ま　その他各種資料や記録・書籍などは、８月頃ま

でにリストを作成し、保存するもの、廃棄するもでにリストを作成し、保存するもの、廃棄するも

の、希望者に譲渡するものなどに分類・整理するの、希望者に譲渡するものなどに分類・整理する

作業を始めている。作業を始めている。

　　財政的な問題財政的な問題

　第　第1414年度の収支報告の通り、この１年間の特別年度の収支報告の通り、この１年間の特別

資金を除く会計支出は約資金を除く会計支出は約3030万円である。本年５月万円である。本年５月

末の資金残高は基本会計約末の資金残高は基本会計約1515万円、一般会計約万円、一般会計約7171

万円、万円、1111月までの費用が月までの費用が1515万円程度とすれば、事万円程度とすれば、事

パネル展パネル展･･ 資料整理等推進資料整理等推進

今後の活動計画今後の活動計画

((第１４年度会計報告第１４年度会計報告==省略）省略）
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  　　　第　　　第1414年度特別資金　　　　第年度特別資金　　　　第1515年度年度

              　　収支報告書　　　　　特別資金予算　　収支報告書　　　　　特別資金予算

  　　　（　　　（2007.4.12007.4.1～～2008.3.312008.3.31））

　科　　目　科　　目　　　　　支出額　　　　　予算額　　　　　支出額　　　　　予算額

前年度繰越前年度繰越　　　　 1,981,8531,981,853 1,510,7881,510,788

資料収集費資料収集費 　　　　20,00020,000 　　　　　　100,000100,000

収集費　　　　収集費　　　　 20,00020,000 100,000100,000

資料整備費　　資料整備費　　 133,360133,360 　　　　　　480,000480,000

機材費　　　　　　　機材費　　　　　　　9,3609,360 30,00030,000

　　 整備費　　　　　　整備費　　　　　　124,000124,000　　　　　　　　 450,000450,000

展示会費　　展示会費　　 26,00626,006 80,00080,000

会場費会場費 　　　　 80,00080,000

パネル費　　　　パネル費　　　　 26,00626,006

旅費交通費　　旅費交通費　　 30,40030,400 216,000216,000

協力交通費　　協力交通費　　 75,06075,060 100,000100,000

通信費　　　　通信費　　　　 60,00060,000 　　　　　　　　60,00060,000

文具印刷費　　文具印刷費　　 6,2396,239 　　　　　　　　10,00010,000

事務所費　　事務所費　　 120,000120,000 80,00080,000

雑費雑費 　　　　　　　　　　　　 　　　　　　100,000100,000

支出合計支出合計　　　　　　 471,065471,065 　　　　1,226,0001,226,000

次年度繰越金　　次年度繰越金　　 1,510,7881,510,788 　　　　284,788284,788

繰越金内訳繰越金内訳

現　　金　　　　　　　　現　　金　　　　　　　　 10,78810,788

銀行預金　　　　　　銀行預金　　　　　　 1,500,0001,500,000

務所閉鎖時の残金は務所閉鎖時の残金は7070万円余である。万円余である。

　その後の費用がどのくらいかかるか予想は困難　その後の費用がどのくらいかかるか予想は困難

だが、年間でだが、年間で2424万円とするとこれだけで万円とするとこれだけで約約３年間３年間

の費用がの費用が賄える賄えることになる。ことになる。

　事務局の手当てに関する提案がああったが、今　事務局の手当てに関する提案がああったが、今

後検討することとした。後検討することとした。

　特別資金は　特別資金は0808年５月末年５月末145145万円の残金がある。も万円の残金がある。も

う一踏ん張りする必要があるので予算を組んだう一踏ん張りする必要があるので予算を組んだ

が、定例会議等で検討しつつ実施する。が、定例会議等で検討しつつ実施する。

資料謝礼資料謝礼　　資料提供者又は証言者への謝礼であ資料提供者又は証言者への謝礼でありり

１件につき１件につき5,0005,000円を基準に質量に応じてその都円を基準に質量に応じてその都

度で決める。度で決める。

機材費機材費　　資料収集・整備に関連する有効な機器ま資料収集・整備に関連する有効な機器ま

たはソフトを購入。たはソフトを購入。

労務費労務費　ＤＶＤ収録対象物のＰＣ化　ＤＶＤ収録対象物のＰＣ化((外注外注))＝＝

300,000300,000円、諸資料の整備作業円、諸資料の整備作業((内部内部))＝＠＝＠500500円×円×

240240日人ＨＰの整備日人ＨＰの整備=30,000=30,000円。円。

会場費会場費　各地展示会参加費　各地展示会参加費((２カ所２カ所))＝＝40,00040,000円、円、

独自展示会（２カ所）会場費＝独自展示会（２カ所）会場費＝40,00040,000円。円。

特別資金予算説明特別資金予算説明

旅費交通費旅費交通費　資料収集　資料収集･･展示会関係＝旅費展示会関係＝旅費@40,000@40,000××

３回、宿泊＠３回、宿泊＠7,0007,000×３泊×３回、日当＠×３泊×３回、日当＠1,0001,000××

４日×３回。４日×３回。

協力交通費協力交通費　各地展示会＝　各地展示会＝@2,000@2,000××2020件、要交通費件、要交通費

活動＝活動＝@2,000@2,000円×円×3030日人。日人。

通信費通信費　電話　電話/Fax/Fax・ネット分担金＝・ネット分担金＝5,0005,000円円//月。月。

文具印刷費文具印刷費　プリンターインク購入が主。　プリンターインク購入が主。

事務所費事務所費　　@10,000@10,000円×８カ月。円×８カ月。

雑費雑費　予備費が主。　予備費が主。

高齢者を苦しめる高齢者を苦しめる

　　　　　後期高齢者医療制度　　　　　後期高齢者医療制度
　今年から「後期高齢者医療制度」が強行実施され、　今年から「後期高齢者医療制度」が強行実施され、

保険料が４月に年金から天引きされた。保険料が４月に年金から天引きされた。

　この制度は　この制度は7575歳以上のすべての人を、現在加入し歳以上のすべての人を、現在加入し

ている国保や健保から脱退させ、後期高齢者だけをている国保や健保から脱退させ、後期高齢者だけを

対象にした独立保険を創設する。運営は都道府県ご対象にした独立保険を創設する。運営は都道府県ご

とに設置する後期高齢者広域連合が行うが、地域ごとに設置する後期高齢者広域連合が行うが、地域ご

との高齢者の人数や使った医療費が保険料に反映さとの高齢者の人数や使った医療費が保険料に反映さ

れて、保険料は都道府県ごとに異なり、原則としてれて、保険料は都道府県ごとに異なり、原則として

年金から天引きされる。年金から天引きされる。

　「保険料が安くなる」と言う政府の宣伝は真っ赤な　「保険料が安くなる」と言う政府の宣伝は真っ赤な

嘘で、世帯単位の保険制度が個人単位になるため、嘘で、世帯単位の保険制度が個人単位になるため、

多くの人は保険料多くの人は保険料がが高くなる。また、当初は減免さ高くなる。また、当初は減免さ

れている子供世帯に扶養される老人も、引き離されれている子供世帯に扶養される老人も、引き離され

て保険料を徴収される。て保険料を徴収される。１１万万５５千円以上の年金から千円以上の年金から

保険料が天引きされ、それ以下の年金や無年金者は保険料が天引きされ、それ以下の年金や無年金者は

窓口納付となり、保険料を滞納すると保険証を取り窓口納付となり、保険料を滞納すると保険証を取り

上げられ、医療費は全額自己負担となる。上げられ、医療費は全額自己負担となる。２２年ごと年ごと

に保険料が見直され、後期高齢者が増え医療費が嵩に保険料が見直され、後期高齢者が増え医療費が嵩

むと、保険料は天井知らずに高くなるなど、悪魔のむと、保険料は天井知らずに高くなるなど、悪魔の

ような制度である。ような制度である。

　　ちなみにちなみに、、私の私の４月に天引きされた４月に天引きされた保険料は保険料は24,00024,000

円円((年年14144,4,00 000 0円）円）、、妻は均等妻は均等割のみで割のみで6,3006,300円（年円（年

37,80037,800円円))が天引きされた。そのため我が家ではが天引きされた。そのため我が家では、、

昨年比昨年比43,95043,950円円//3232％の値上げである。％の値上げである。　　

医療の内容でも、「かかりつけ医」制度が複数の病気医療の内容でも、「かかりつけ医」制度が複数の病気

を持つ高齢者の受ける医療サービスを低下させるとを持つ高齢者の受ける医療サービスを低下させると

か、高齢者の医療を多く行うほど医療費が抑制されか、高齢者の医療を多く行うほど医療費が抑制され

る「包括払い」など、病院・診療所にも高齢者にとっる「包括払い」など、病院・診療所にも高齢者にとっ

ても不都合な制度である。これでは高齢者に死ねとても不都合な制度である。これでは高齢者に死ねと

言う制度だとして反対の声が全国に沸騰し、野党が言う制度だとして反対の声が全国に沸騰し、野党が

参議院に廃止法案を提出している。参議院に廃止法案を提出している。

　保険料の減免や負担増先送りなど姑息な手段を止　保険料の減免や負担増先送りなど姑息な手段を止

め、きっぱり廃止して出直すべきだ。め、きっぱり廃止して出直すべきだ。　　　　（Ｓ）　　　　（Ｓ）
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　　若干の経緯若干の経緯

　太平洋戦争における小型船の戦没及び戦没船　太平洋戦争における小型船の戦没及び戦没船

員の資料収集とその整備については、員の資料収集とその整備については、20052005年か年か

ら本格的に取り組みを開始した。ら本格的に取り組みを開始した。

　当初構想としては、あらゆる方法で資料の収　当初構想としては、あらゆる方法で資料の収

集を行うと共に、その効率的な収集と適正な整集を行うと共に、その効率的な収集と適正な整

備のために、①戦時船舶名簿のＰＣ化と統合船備のために、①戦時船舶名簿のＰＣ化と統合船

舶名簿の作成、②戦時徴用船・戦没船名簿の作舶名簿の作成、②戦時徴用船・戦没船名簿の作

成とＰＣ化、③戦没船員名簿のＰＣ化と整備、成とＰＣ化、③戦没船員名簿のＰＣ化と整備、

④＝①への②及び③の挿入と整合、⑤＝④を分④＝①への②及び③の挿入と整合、⑤＝④を分

析の上さらに発展を図ることとし、３年間を目析の上さらに発展を図ることとし、３年間を目

途に活動してきた。途に活動してきた。

　③の整備の段階で予想以上の時間と労力を費　③の整備の段階で予想以上の時間と労力を費

やしたが、やしたが、0808年４月末までに前記④までを一応年４月末までに前記④までを一応

終了した終了した((②のＡ船関係未整備②のＡ船関係未整備))。。

　現在、⑤に取り掛かりつつある段階で、当初　現在、⑤に取り掛かりつつある段階で、当初

予定より１年ほど遅れており、結果としても不予定より１年ほど遅れており、結果としても不

十分な段階であるが、当初予定の３年も経過し十分な段階であるが、当初予定の３年も経過し

たことでもあり、基礎的な資料作成及び中央段たことでもあり、基礎的な資料作成及び中央段

階での公表資料の把握と整備も一段落したの階での公表資料の把握と整備も一段落したの

で、実務担当者として、その結果等を多少具体で、実務担当者として、その結果等を多少具体

的なことも含めて報告する。的なことも含めて報告する。

注：注：１）　当初、１）　当初、｢｢戦没漁船戦没漁船･･機帆船機帆船｣｣との表現を使っとの表現を使っ

　　たが、漁船と機帆船とではその区分基準が異なったが、漁船と機帆船とではその区分基準が異なっ

　　ており、重複するものもあるので、本稿では「小型ており、重複するものもあるので、本稿では「小型

　　船」との表現を使う。船」との表現を使う。

　２）　本稿での　２）　本稿での｢｢小型船小型船｣｣とはとは2020～～299299総トンの機付総トンの機付

　船とし、徴用　船とし、徴用･･戦没戦没･･その他の対象期間は太平洋その他の対象期間は太平洋

　戦争期間　戦争期間(1941(1941年年1212月月88日～日～4545年年88月月1515日日))とする。とする。

　３）　本稿で扱うことは、特別な表示以外は全て　３）　本稿で扱うことは、特別な表示以外は全て

　「小型船」のこととする　「小型船」のこととする。。

数量的に明らかになってきたこと数量的に明らかになってきたこと

　（＜Ａ表＞・＜Ｂ表＞参照）　（＜Ａ表＞・＜Ｂ表＞参照）

（１）　戦没船員数（１）　戦没船員数

　諸資料により「戦没船員名簿」　諸資料により「戦没船員名簿」((日本戦没船員顕日本戦没船員顕

彰会編）を補正した「戦没船員名簿彰会編）を補正した「戦没船員名簿((補正補正))」」((戦没戦没

船を記録する会補正船を記録する会補正))を元に集計したもので、集を元に集計したもので、集

計結果は＜Ａ表＞の通りであるが、この中には、計結果は＜Ａ表＞の通りであるが、この中には、2020

総トン未満船関係の御柱が総トン未満船関係の御柱が2,5002,500程度含まれている程度含まれている

ので、我々が対象としている小型船関係戦没船員のので、我々が対象としている小型船関係戦没船員の

総数は約総数は約19,00019,000柱と見られる。柱と見られる。

１）　徴用先別で見ると陸軍徴用船１）　徴用先別で見ると陸軍徴用船((Ａ船Ａ船))約約11,00011,000

柱柱((確認済約確認済約2,0002,000柱）、海軍徴用船柱）、海軍徴用船((Ｂ船Ｂ船))約約7,0007,000柱柱

（（5,3005,300柱）、その他（ＢＣ・Ｃ船）約柱）、その他（ＢＣ・Ｃ船）約1,0001,000柱。柱。

　Ｂ船・その他関係はほぼ確認できたが、Ａ船関係　Ｂ船・その他関係はほぼ確認できたが、Ａ船関係

がが2020％足らずの確認に留まっている。％足らずの確認に留まっている。

２）　確認状況別では、確認済２）　確認状況別では、確認済((該当船のトン数、戦該当船のトン数、戦

没年月日没年月日･･場所等状況が確認された御柱場所等状況が確認された御柱))約約8,4008,400

柱、未確認約柱、未確認約10,00010,000柱、船名不詳約柱、船名不詳約9,0009,000柱。柱。

　　｢｢戦没船員名簿戦没船員名簿｣｣の整備を進める中で、確認が相当の整備を進める中で、確認が相当

進展したが、関係船名の不詳（不記載）が予想以上に進展したが、関係船名の不詳（不記載）が予想以上に

多く進展のブレーキとなっている。　　多く進展のブレーキとなっている。　　

　未確認の中には、①乗船船名は判明しているが、　未確認の中には、①乗船船名は判明しているが、

同一船名の船が多数あり同一船名の船が多数あり((住吉丸住吉丸100100隻以上、第３金隻以上、第３金

比羅丸比羅丸1818隻など）、船舶番号が分らない中で確定で隻など）、船舶番号が分らない中で確定で

きていないもの（今後比較的容易に確定できる見込きていないもの（今後比較的容易に確定できる見込

み）、②船名は判明しているが「戦時船舶名簿み）、②船名は判明しているが「戦時船舶名簿｣｣に該に該

当船が見当たらないものー等が含まれている。当船が見当たらないものー等が含まれている。

　船名不詳の中には①乗船中戦没したが船名不詳の　船名不詳の中には①乗船中戦没したが船名不詳の

御柱②病院等で療養中に戦没した御柱③船の遭難等御柱②病院等で療養中に戦没した御柱③船の遭難等

で上陸したが、部隊同道又は独自行動の中で戦没しで上陸したが、部隊同道又は独自行動の中で戦没し

た御柱④乗船中又は外地待機中に徴兵となり戦死した御柱④乗船中又は外地待機中に徴兵となり戦死し

た御柱－等が含まれていると見られる（最終乗船した御柱－等が含まれていると見られる（最終乗船し

た船名で記載されている御柱もある）。た船名で記載されている御柱もある）。

　船名は不詳であっても戦没年月日　船名は不詳であっても戦没年月日･･場所の記載さ場所の記載さ

れているものが多く、手がかりはある。れているものが多く、手がかりはある。

３）　＜Ｂ表＞「戦没船員数３）　＜Ｂ表＞「戦没船員数｣｣では、鹿児島県が最多では、鹿児島県が最多

であり、西日本地域が圧倒的に多いこと、優良漁船であり、西日本地域が圧倒的に多いこと、優良漁船

の多かった府県の多かった府県((地域）の犠牲者が多かったことも窺地域）の犠牲者が多かったことも窺

える。戦没者の状況を含めた確認率には差異があるえる。戦没者の状況を含めた確認率には差異がある

が、戦没船員が多く、これに対する地域の関心が高が、戦没船員が多く、これに対する地域の関心が高

い地域い地域((静岡県静岡県･･宮城県宮城県･･三重県等）ほど高率のように三重県等）ほど高率のように

見受けられる。見受けられる。

（２）　戦没船隻数（２）　戦没船隻数

１）　太平洋戦争中に登録された小型船舶（登録され１）　太平洋戦争中に登録された小型船舶（登録され

なかった船もある模様）は約なかった船もある模様）は約22,00022,000隻。内徴用され隻。内徴用され

たもの約たもの約8,0008,000隻隻((確認済約確認済約5,0005,000隻）＝戦没したもの隻）＝戦没したもの

Ａ船約Ａ船約2,0002,000隻隻((確認済約確認済約700700隻）、Ｂ船約隻）、Ｂ船約1,5001,500隻隻((約約

1,4001,400隻）、その他約隻）、その他約200200隻、合計約隻、合計約3,7003,700隻隻(2,300(2,300隻）隻）

小型戦没船小型戦没船･･船員の記録活動船員の記録活動

一区切りの報告として一区切りの報告として

理事　栗原　三郎理事　栗原　三郎
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となっている。となっている。

　Ａ船についての過去の集計はないが、今回集計の　Ａ船についての過去の集計はないが、今回集計の

多くが多くが｢｢戦没船員名簿戦没船員名簿((補正補正)｣)｣から判明したもので、から判明したもので、

｢｢戦没船員名簿」は最大級の元資料といえよう。戦没船員名簿」は最大級の元資料といえよう。

　しかし、諸資料から推計されるＡ船の戦没は　しかし、諸資料から推計されるＡ船の戦没は

2,0002,000隻を越えるものと見られ、把握されたものは隻を越えるものと見られ、把握されたものは

過少である。その要因は、船名の不記載（約過少である。その要因は、船名の不記載（約9,0009,000

柱）と戦没場所の不十分記載（「日本近海」との記載約柱）と戦没場所の不十分記載（「日本近海」との記載約

1,6001,600柱、「南太平洋」柱、「南太平洋」1,3001,300柱、その他柱、その他｢｢南洋群島」南洋群島」

「南「南･･東支那海」等が約東支那海」等が約4,6004,600柱にも昇っている）よる柱にも昇っている）よる

ものが大きい。　ものが大きい。　

（３）戦没船員発生船隻数（３）戦没船員発生船隻数

　　｢｢戦没船員発生船戦没船員発生船｣(｣(仮称）と耳新しいものである仮称）と耳新しいものである

が、調査を進める中で、戦没船の中にも戦没船員がが、調査を進める中で、戦没船の中にも戦没船員が

生じてないものがあり、他方船が戦没はしていない生じてないものがあり、他方船が戦没はしていない

が戦没船員が生じている船が相当数ある。「戦没船が戦没船員が生じている船が相当数ある。「戦没船

員名簿」の中にも戦没していない船が多く見られた員名簿」の中にも戦没していない船が多く見られた

ので、戦没船と戦没船員が生じた船を加算集計ので、戦没船と戦没船員が生じた船を加算集計((重重

複分調整複分調整))してみたものである。してみたものである。

　総数約　総数約3,2003,200隻、内Ａ船約隻、内Ａ船約800800隻、Ｂ船約隻、Ｂ船約1,9001,900

隻、その他約隻、その他約500500隻であった。隻であった。

　総数の内にも戦没していない船が約　総数の内にも戦没していない船が約1,0001,000隻含ま隻含ま

れているなど、船は戦没はしなかったが戦闘中の被れているなど、船は戦没はしなかったが戦闘中の被

弾等で戦没した御柱が相当数に昇ることが窺われ弾等で戦没した御柱が相当数に昇ることが窺われ

る。また、ここでも（２）と同様Ａ船の把握率が非常る。また、ここでも（２）と同様Ａ船の把握率が非常

に低いことが見られる。に低いことが見られる。

　　課題と今後の展望課題と今後の展望

１、今後の課題としては、Ａ船関係、特に１、今後の課題としては、Ａ船関係、特に｢｢船名不船名不

　詳　詳｣｣部分の把握が課題となる。部分の把握が課題となる。

　従来からＡ船関係の資料が少なく、実　従来からＡ船関係の資料が少なく、実

態把握も進んでいないことがいわれてき態把握も進んでいないことがいわれてき

たが、不十分とはいえ数量的なことも分たが、不十分とはいえ数量的なことも分

ってきたし、個別事例もある程度把握でってきたし、個別事例もある程度把握で

きたので、これらを分析し、今後の資料きたので、これらを分析し、今後の資料

収集等に生す。収集等に生す。

２、Ｂ船関係は数量２、Ｂ船関係は数量･･内容ともに把握が進内容ともに把握が進

　み、大方の全体像が把握できた。全体　み、大方の全体像が把握できた。全体

的にも府県別・船籍港別の状況もある程的にも府県別・船籍港別の状況もある程

度把握できた。これらの実態と把握経験度把握できた。これらの実態と把握経験

をＡ船関係の把握にも役立てる。をＡ船関係の把握にも役立てる。

３、戦没船員名簿の整備・集計から、船３、戦没船員名簿の整備・集計から、船

名不詳分の中にも「名不詳分の中にも「19451945年４月年４月2828日にセブ日にセブ

島で島で500500人近くが戦没」と事例も判明、類似例も相当人近くが戦没」と事例も判明、類似例も相当

数あるので、これらの１つ１つの解明を通じてより数あるので、これらの１つ１つの解明を通じてより

充実した記録へ進展させる。充実した記録へ進展させる。

４、今回の結果をＨＰに掲載公表し、加除訂正を４、今回の結果をＨＰに掲載公表し、加除訂正を

　含めたアドバイス戴きたいし関係資料の提供もお　含めたアドバイス戴きたいし関係資料の提供もお

願いしたい。願いしたい。

５、今回結果を踏まえ、特定地域への的を絞った接５、今回結果を踏まえ、特定地域への的を絞った接

　触強化、官公庁との接触強化等別の観点からのア　触強化、官公庁との接触強化等別の観点からのア

プローチも必要であろう。プローチも必要であろう。

６、今迄収集・把握したものの補充・整備も平行し６、今迄収集・把握したものの補充・整備も平行し

　て必要であり、ＰＣを駆使しての作業が多くある　て必要であり、ＰＣを駆使しての作業が多くある

ので、会員内外のＰＣ活用者の協力強化を図る。ので、会員内外のＰＣ活用者の協力強化を図る。

７、証言・記録・写真の収集と整備については、目７、証言・記録・写真の収集と整備については、目

　途のついているものの具体的収集とその整備を先　途のついているものの具体的収集とその整備を先

行させ、その状況を見ながらＨＰでの働きかけも含行させ、その状況を見ながらＨＰでの働きかけも含

めて発展させる。めて発展させる。

８、これで完結とのことはない事業８、これで完結とのことはない事業((活動活動))と見られと見られ

るので、今後も長期に亘る継続努力が必要であろうるので、今後も長期に亘る継続努力が必要であろう

が、特別資金の余力や本会の状況の関係もあり、一が、特別資金の余力や本会の状況の関係もあり、一

定時期に一応のまとめをし、保存定時期に一応のまとめをし、保存･･公表策を執る必公表策を執る必

要があろう。要があろう。

　具体的には、「一両年中にまとめ、ＤＶＤ（Ａ４版　具体的には、「一両年中にまとめ、ＤＶＤ（Ａ４版

約４万頁分収録可能）に本会が大型船を含めて今迄約４万頁分収録可能）に本会が大型船を含めて今迄

収集・整備した資料とあわせて収録し、関係方面に収集・整備した資料とあわせて収録し、関係方面に

寄贈することにより、社会的公表をすると共に保存寄贈することにより、社会的公表をすると共に保存

の一助とする」との案もあるがどうであろうか。の一助とする」との案もあるがどうであろうか。

　筆者注：この間、関係研究者等から多大な資料提　筆者注：この間、関係研究者等から多大な資料提

供とアドバイスを受けた、また、会員外の多くのボ供とアドバイスを受けた、また、会員外の多くのボ

ランティア的協力を得た、改めて御礼申し上げる。ランティア的協力を得た、改めて御礼申し上げる。

　項　　目　　　Ａ船　項　　目　　　Ａ船　　  Ｂ船Ｂ船　　  BC  BC船　Ｃ船船　Ｃ船　不明　不明 　合　合  計計

小型船小型船((柱）柱）* 1* 1 11,00011,000 　　7,0007,000 1,000 1,000　　 19,00019,000

　確認済　確認済((柱柱))　　　　2,0672,067 5,3395,339   720  720 260260 8,3868,386

　未確認　未確認((柱柱))* 1* 1 9,0009,000   1,000  1,000 　　　　　　　　10,00010,000

　　    船名判明船名判明* 1* 1　　 500500 500500      　　　　　　　　　　 1,0001,000

　　船名不詳　　船名不詳* 1* 1 8,5008,500  500 500        　　　　　　　　　　 9,0009,000

徴用船徴用船((隻隻))　　 1,2501,250   3,721  3,721 　　108108    　　　　　　 2121 5,1005,100

戦没船戦没船((隻隻))* 1* 1 500500   1,500  1,500 100100 200200 2,3002,300

延べ数延べ数((隻隻))**２２ 831831 1,8731,873   105   105 　　131131   284   284   3,224  3,224
    注：１、注：１、｢｢戦没船員名簿戦没船員名簿((補正補正)｣()｣(本会補正）と本会補正）と｢｢戦時船舶戦時船舶･･戦没船名録」戦没船名録」

　　　　((本会作成本会作成))から集計。から集計。
　２、　２、**  11  欄は概数欄は概数

　　３、３、**２２  は戦没船と戦没船員が発生した船の延べ数は戦没船と戦没船員が発生した船の延べ数

＜Ａ表＞＜Ａ表＞　　戦没船員数・戦没船隻数戦没船員数・戦没船隻数



－－66 －－

  都道府県都道府県　　　　　船　　　　　　船　舶　隻　数舶　隻　数 　　　戦　　　　戦　  没　船　員　数没　船　員　数

　　　　　　　　　　　　在籍船在籍船 徴用船徴用船 延べ数延べ数 戦没船戦没船 小型船小型船 未区分未区分 合計合計

鹿児島県鹿児島県 381381 110110 6868 4545 503503 785785 1,2881,288

愛媛県愛媛県 818818 108108 7979 5151 397397 808808 1,2051,205

長崎県長崎県 834834 252252 121121 8383 375375 727727 1,1021,102

朝鮮朝鮮 1,3891,389 184184 154154 9494 540540 534534 1,0741,074

山口県山口県 1,7551,755 371371 255255 191191 356356 688688 1,0441,044

広島県広島県 1,0821,082 183183 7171 4747 311311 730730 1,0411,041

静岡県静岡県 454454 162162 115115 9393 520520 445445 965965

高知県高知県 446446 114114 6363 4444 402402 528528 930930

宮城県宮城県 487487 199199 9393 7272 577577 268268 845845

和歌山県和歌山県 642642 145145 9090 5858 376376 438438 814814

徳島県徳島県 410410 6464 4242 1818 305305 498498 803803

三重県三重県 485485 119119 7878 6565 437437 328328 765765

兵庫県兵庫県 1,5371,537 465465 289289 222222 184184 465465 649649

島根県島根県 233233 5353 2727 1919 261261 348348 609609

北海道北海道 1,0891,089 197197 106106 7373 266266 308308 574574

大分県大分県 271271 5454 4040 2323 138138 346346 484484

香川県香川県 273273 3535 2929 1414 123123 356356 479479

千葉県千葉県 273273 3333 2727 1717 143143 331331 474474

岩手県岩手県 115115 3838 1717 1010 199199 264264 463463

福岡県福岡県 1,1451,145 252252 157157 112112 149149 296296 445445

岡山県岡山県 220220 2222 1818 1010 8787 296296 383383

熊本県熊本県 412412 6969 1717 1010 107107 259259 366366

愛知県愛知県 646646 5151 3131 1818 107107 258258 365365

新潟県新潟県 119119 3030 1818 1010 164164 194194 358358

青森県青森県 237237 5757 2424 1515 114114 240240 354354

沖縄県沖縄県 4545 22 22 11 144144 199199 343343

宮崎県宮崎県 111111 2626 1313 99 120120 195195 315315

石川県石川県 5757 1212 33 11 9393 205205 298298

茨城県茨城県 283283 5252 3636 2525 147147 145145 292292

福井県福井県 1818 44 22 22 4545 182182 227227

大阪府大阪府 1,2461,246 274274 188188 133133 8282 135135 217217

神奈川県神奈川県 607607 8585 4242 2525 102102 108108 210210

東京都東京都 2,3452,345 875875 643643 519519 6868 121121 189189

佐賀県佐賀県 183183 1616 88 33 5050 131131 181181

福島県福島県 340340 4545 3333 2121 4949 117117 166166

富山県富山県 5757 44 22 11 7070 9393 163163

台湾台湾 303303 132132 6767 4646 2323 132132 155155

鳥取県鳥取県 6060 77 55 55 4141 9696 137137

京都府京都府 4848 1212 55 44 2424 111111 135135

山形県山形県 3737 99 77 66 3232 4949 8181

岐阜県岐阜県 44 2121 3838 5959

長野県長野県 2222 3636 5858

秋田県秋田県 2626 55 33 11 1717 4040 5757

滋賀県滋賀県 3030 11 11 11 1010 4040 5050

群馬県群馬県 2323 2626 4949

栃木県栃木県 1111 3333 4444

奈良県奈良県 66 3434 4040

埼玉県埼玉県 88 3131 3939

山梨県山梨県 55 2626 3131

その他その他 298298 3131 2626 1919 1010 1414 2424

不明不明 189189 141141 109109 6464 2222 4242 6464

合　　計合　　計 22,04022,040 5,1005,100 3,2243,224 2,3002,300 8,3868,386 13,11713,117 21,50321,503

注注))

１、１、｢｢戦没船員名簿戦没船員名簿((補正補正))」」

　　((戦没船を記録する会補戦没船を記録する会補

正正))及び及び｢｢戦時船舶戦時船舶･･戦没船戦没船

名録名録｣(｣(戦没船を記録する会戦没船を記録する会

作成作成))より集計より集計

２、本表にいう「小型船」は２、本表にいう「小型船」は

　　2020～～299299総㌧数の機付船総㌧数の機付船

３、集計対象期間は３、集計対象期間は19411941年年

　　1212月８日～月８日～19451945年８月年８月1515日日

４、４、｢｢船舶隻数船舶隻数｣｣は船籍港のは船籍港の

　　所属する都道府県別に所属する都道府県別に

集計集計

５、「延べ数」は戦没船と戦５、「延べ数」は戦没船と戦

　　没船員発生船没船員発生船((戦没船を戦没船を

除く除く))の合計数。の合計数。

６、６、｢｢戦没船員数戦没船員数｣｣は戦没者は戦没者

の本籍地の所属する都道府の本籍地の所属する都道府

県別に集計県別に集計

７、「７、「未未区分」は戦没者該区分」は戦没者該

　　当船のトン数当船のトン数不詳等不詳等でで

大型船・大型船・小型船の区分が小型船の区分が

未確定なもの。従って、未確定なもの。従って、2020

総㌧未満船等小型船対象外総㌧未満船等小型船対象外

船も含まれている。船も含まれている。

８、数字は本会が８、数字は本会が20082008年年44

　　月末までに把握した数月末までに把握した数

であって、全実態を捕らえであって、全実態を捕らえ

たものではない。たものではない。

＜Ｂ表＞＜Ｂ表＞　　戦没小型船舶・船員数表戦没小型船舶・船員数表((県別）県別）

編集後記編集後記
　　多年活動の拠点としてい多年活動の拠点としてい

た事務所の閉鎖が目前となた事務所の閉鎖が目前とな

り、残念であり寂しくもあり、残念であり寂しくもあ

るが、各地展示会等の準備るが、各地展示会等の準備

は継続されている。は継続されている。

　８月７日には理事会が開　８月７日には理事会が開

催され、活動の方向性など催され、活動の方向性など

について審議されるので、について審議されるので、

多数のご意見が期待されと多数のご意見が期待されと

ころである。ころである。

　「会報の継続送付希望者」　「会報の継続送付希望者」

は、は、8 08 0 ％に昇っているの％に昇っているの

で、会報の内容充実と間隔で、会報の内容充実と間隔

の空かない発行に引き続きの空かない発行に引き続き

努力してゆきたい。努力してゆきたい。


